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計 9 9 6 2 27
イ　教員室（研究室）の再配置
　　教養教育研究部門所属教員は、将来的に1カ所に集合することとし、場所は基礎棟が適当である。当
　面は現行の教員室（研究室）を活用することとし、再配置は人事異動等の機会に順次行うこととする。
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医療人育成センターの組織機構及び管理運営要領
ウ　教養教育科目の履修及び試験に関する取扱い
　1）授業科目の単位の授与及び修了認定に係る取扱いは、学則第15こ口基づき、試験その他の審査によ
　　り担当の教員が行うこととされているが、センター開設に伴い、センター所属教員が行う単位及び授業
　　科目の修了認定については、学部とセンターの連絡体制を確立するため、関係規程の一部改正等を行う。
　2）医学部における学生の進級に係る審査、学生の修学指導を適切に行うため、各学年の科目コーディネ
　　ータ（医学部及びセンター教員）で構成する医学部教育指導担当者会議を設置するとともに、学部の教
　　授会が必要と認めたときは、運営調整会議の協議を経て、センター所属教員をその構成員とすることが
　　できるものとする。
　　※　「医学部授業科目履修方法、試験及び進級取扱いに関する規程」及び「保健医療学部授業科目履修
　　　方法、試験及び進級取扱いに関する規程」を改正し、「医療人育成センターの教員が行う授業科目の
　　　単位の授与及び授業科目修了の認定に係る取扱いに関する規程」を新規に制定
　　※　学則及び教授会規程を一部改正する。
！学則第7条第4項　　学部の教授会は、前項で定める事項の審議にあたって、別に定めるところにより、医療人　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　　　　　　　　　育成センターの教員を構成員に加えることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　i
l教授会規程第6条　　学部長は、学則第7回忌4項に基づき医療人育成センターの教員を構成員に加えようと　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　　　　　　　　　　するときは、医療人育成センター運営調整会議の協議を経て行うものとする。　　　　　　i
工　学部の各種委員会への参画
　　現在、教養教育（一般教育）担当教員は、学部の教務委員会、カリキュラム委員会及び講座横断的な授
　業等の企画・実施に関わる委員会の構成員となっているが、センター開設後においても、センター所属教
　員の参画が必要な委員会については、その根拠規程を改正するとともに、根拠規程がない場合は、別途セ
　ンター開設後に、医療人育成センター運営調整会議において申合せを行うこととする。
※　例）札幌医科大学教務委員会規程等の一部改正
③教育開発研究部門
　いずれの業務についても、センター開設後に新たに就任する専任教授を中心として、業務運営体制を検討・
構築することになるが、これまでの業務運営上の問題点を踏まえ、現時点で考えられるあるべき方向性につ
いては、次のとおりである。
ア　共通カリキュラムの作成と実施指導
　　共通カリキュラムの作成については、センター開設後、教養教育研究部門において共通カリキュラムの
　作成が可能な科目を抽出し、ある程度内容を議論した後で、それを踏まえた形で教育開発研究部門で検討
　するのが望ましい。共通カリキュラムの第一候補は教養教育科目であり、センター内部での議論が可能で
　ある。
　　共通カリキュラムについて検討するため、合同カリキュラム委員会を改組・発展させ、センター長が主
　回するのが望ましい。
　　大学院の単位互換が進めば、将来的には学部ごとの大学院ではなく、大学としての大学院を構想できる
　可能性がある。
イ　学部（講座）横断的な教育・試験（PBLチュートリアル、　CBT、　OSCE、卒試、国忌）のあり方
　検討と実施指導
　　医学教育専任教員のポストは、センター開設と同時に教育開発研究部門に移行するので、教育開発研究
　部門の教員が医学部の従来の活動ができるよう、関係規程を一部改正する。
　　また、教育開発研究部門の専任教員は、保健医療学部の学科（講座）横断的な教育等関連業務のほか、
　学部横断的な業務についても併せて担当することになる。
ウ　FD・SDのあり方研究と企画・実施
　　現在、FDについては各学部で別個に取り組んでいるが、　FDの目的は教員の教育能力の向上であり両
学部に共通であることや、「医療安全」等合同で取り組むことが可能なテーマも少なくないことから、従
来の取組みを統合することが望ましい。ただし、テーマによっては、これまでどおり学部ごとに取り組む
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場合もあり得る。
　SDについても、事務局の機能・役割は各学部で共通なので、統合することが望ましい。
工　教育関連GPの取組み
　　教育開発研究部で担当する「教育GP」の範囲が問題となる。　GPには、ほぼ例外なく教育がからんで
　いるので、すべてのGPを「教育GP」と考えることもできる。業務運営の蓄積や継続性を考えると、　G
　Pについては須く担当することが望ましい。また、継続GPについては、予算及び決算業務の負担が重く、
　それらを担っていくためには、事務局体制の一元化を図るなど、機能強化が必要不可欠である。
　　新規GPの申請については、学長、両断部長、センター長、教務委員会、事務局の責任者等幹部職員か
　らなるGP戦略会議（仮称）で取組みの概要を検討し、個々のGPについて中心的に取り組む担当者を選
　び、プロジェクトチームを立ち上げることが望ましい。採択率向上のためには、予測されるテーマについ
　ての事前準備が不可欠である。
　　これまでは、新規申請の段階と採択後の実施の段階とで担当の事務局が分かれており、統一的な取組み
　が難しかったが、センター開設を契機として、両者の有機的な連携が図られることが理想である。
7　人事の仕組み
　人事は、新たに整備する選考規程に基づき教授会及び教育研究評議会の議を経て行う。
①　センター長
　　　開設時（平成20年10月1日）におけるセンター長の選任については、センター専任の教授の中から教
　育研究評議会の承認を経て学長が任命する。センター長選考のための規程については、センター開設後速や
　　かに、センター教授会の審議を経て整備する。
②副センター長及び部門長
　　センター所属教員のうちからセンター長の推薦に基づき学長が任命する。
　　任期はいずれも1期2年とし、副センター長については継続6年までとする。部門長については継続の
　制限をもうけないこととする。
③　センター専任教員（教授、准教授、講師、助教及び助手）
　　センター教員の候補者の選考は、概ね次の要領で行い学長が任命する。
ア　教授
　・選考の都度、教授会において、担当教授候補者選考委員会を設置
　・学内外への推薦依頼及び公募等により適任者を選考
　・教授会において選挙により教授候補者を決定した後、学長が任命
イ　准教授、講師、助教及び助手
　・教授会において常置選考委員会を設置
　・各部弓長（教養教育研究部門については学科目の代表者）からの推薦により候補者を選考
　・教授会において選挙（助教及び助手については承認）により決定した後、学長が任命
※　札幌医科大学教員兼務規程（別表2）を一部改正し、副センター長及び部門長の任期等について定める。
※　医療人育成センター教員選考規程を新規に制定
8　予算の仕組み
　　大学の予算編成による。
　　教育研究費の配分については、平成20年度については学部予算として扱う。（既に一般教養及び一般教育
科の各教室に配分された予算を事実上持ち寄り、決算上も学部予算として整理する。）
　21年度は、当初から学部と区別してセンター分を予算措置する。（従来の教育研究費の枠内を想定）予算措
置に当たっては、中期計画との関連を考慮した上で方針を整理する必要がある。
　　※中期計画NolO6：…　　重点的に取り組む領域を考慮して配分する制度を20年度までに導入する。
9　学則、諸規程等の整備
　学則、諸規程等の整備は、担当課において（案）を作成することとし、原則、平成20年10月1日施行とす
るが、一部入試業務関連については、平成21年4月1日施行とする。
整備する規程等の名称、改正等の概要及び担当課は別表のとおり。
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